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【論文要旨】
　The　Consolidated　income　tax　system　was　introduced　in　2002　in　Japan．　This　system　is　requested
for　taxing　based　on　an　economic　entity．　However，　this　system　is　hardly　spreading　among　the　enter－
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American　intercompany　transactions　nlles　that　are　an　object　of　comparison　with　Japanese　one・
Next，　this　paper　outlines　the　valuation　in　Japan　by　current　cost　on　the　lntercompany　transactions
rules　and　compares　the　Japanese　rules　with　those　in　the　United　States．　As　the　consequence　of　this
comparison，　this　study　finds　that　the　valuation　in　Japan　by　the　current　cost　intercompany　transac－
tions　rules　provokes　much　of　prevention　against　tax　avoidance．　Therefore，　the　valuation　in　Japan　by
current　cost　on　the　intercompany　transactions　rules　has　a　problem　that　it　neglects　the　requlrements
regarding　an　economlc　entlty．
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1．はじめに
　1997年の連結財務諸表原則の改訂により，連結グループ全体1の企業情報を提供する連結財務諸
表制度が重要視されているように，税制度においても課税する組織を経済的に協力関係にあるグ
ループに基づいて認識するという動向が見られる。その動向の中で，法人税法の分野で特に注目さ
れてきているのが2002年4月から導入された連結納税制度である。連結納税制度は，法人が異な
っていても「グループ経営の実態」に着目して，グループ全体を一法人として課税を行うものであ
る。1997年6月の「独占禁止法改正」により，純粋持株会社制が解禁となり，持株会社を設立し
分社化を行うことが自由となった時点から，企業組織が分社化を推し進めたことに伴い「税の組織
に対する中立性」を確保するためにも必要な制度となっている。この「税の組織に対する中立性」
とは，別会社として存在している同グループの子会社が，課税において親会社の一事業部であるの
と変わらないようにすることである。
　しかし，今後の社会に必要であると考えられて導入された連結納税制度が，企業に浸透していな
い。すでに，2002年度から164グループが連結納税制度の適用に踏み出しているのだが，いまだ，
多くの企業グループが連結納税制度の適用を選択していないのが実状である。つまり，連結納税制
度が，広く一般に理解されていないと同時に，企業にとって有効な制度ではないということを示し
ている。たとえ，社会に必要と考えられて導入された制度であっても，企業で採用されなければ，’
経済の発展につながることにはならない。実際に連結納税制度を適用する企業が，理解し納得ので
きる制度として検討される必要性があるのではないか。現在の連結納税制度が抱えている問題点を
明確にし，その点を改善していくことが，企業経営の環境を一層良くするために重要となってくる
であろう。
　連結納税制度が多くの企業で採用されない要因の1つとして，連結納税法人内の内部取引
（intercompany　transactions）については，時価で評価しなければならないとされていることが挙
げられる。その立法趣旨は，グループ内の自由な取引価格を認めれば，その調整によって，恣意的
な所得や欠損の移転といった租税回避が行われる恐れがあるので，これを防止するということであ
る。そこで，本論文では，連結グループ内の内部取引を時価評価するという規定は，時価という1
つの評価尺度しか採用しておらず，その定義が暖昧であるために，取引価格と時価が乖離した場合
に算出される寄附金2の範囲を不明確にしているという問題点を有していることを，アメリカの連
結納税制度と比較検討することによって明らかにしていく。そして，この問題点が組織を経済的実
体（economic　entity）で捉えようとする実情を阻害していることを確認する。
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組織を経済的実体で捉えるという考え方は，連結納税制度における組織の認識の構築に際に生じ
る考え方である。組織の認識の構築に際に，企業グループの経済的一体性を重視する単一主体アプ
ローチと，企業グループを構成する企業の個別主体性を重視する個別主体アプローチがある。経済
的実体に即した課税の合理性を第一義的に考えるならば，企業グループの経済的一体性を重視しな
ければならないので，単一主体アプローチを指向すぺきである［金光（2006），56ページ］。本論
文では，企業グループという組織を経済的実体としての経済的一体性に着目しているという意味に
おいて，単一主体アプローチを指向している3。すなわち，別会社として存在している同グループ
の子会社が，親会社の一事業部であるのと課税上変わらないようにするために，組織を法的実体
（legal　entity）ではなく，経済的実体の概念に基づいて課税を行うという考え方が本論文の基本的
立場となる。
　本論文では，まず第2節で，アメリカではどのように連結グループ内の内部取引を評価してい
るかを整理する。そのことによって，比較対象となる連結グループ内取引の評価の規定が明確にな
ってくるものと思われる。次に，第3節で日本の連結納税制度の中で，どのように連結グループ
内の内部取引が評価されているのかを説明すると同時に，第2節で整理したアメリカの規定と比
較し，相違点を明らかにする。そして，第4節において相違点を検討することにより，日本の連
結グループ内の内部取引の評価規定が有する問題点を明示する。この検討により，現在の連結グ
ループ内の内部取引の規定は，時価をどのように導くのか，時価の具体的な方法を納税者である企
業に示さなければならないのに曖昧であるということを明確にする。また，取引価格と時価が乖離
している場合は，両老の差額が寄附金として捉えられ，損金不算入となる（法人税法第81条の6）
のだが，時価の定義が曖昧であるために，その寄附金の範囲を不明確にしているという問題点を抱
えていることを明らかにしていく。さらに，この問題点が組織を経済的実体で捉えようとする実情
を阻害していることを確認する。最後に，この問題点を改善していくための方策について検討をお
こなう。
2．アメリカにおける連結グループ内の内部取引の客観性
　本節では，日本の連結グループ内の法人間における内部取引の規定についての問題点を明らかに
するために，その比較対象となるアメリカにおける連結グループ内の内部取引の規定について，そ
の概要を整理していく。
　内部取引とは，当該取引の直後において同一の連結グループのメソバーである法人が取引の当事
老になる取引のことである4。アメリカでは，この連結グループ内で内部取引を行う際に，この内
部取引にかかる対価の額が，連結グループではない他の独立した企業との取引での価格と異なる場
合において，移転価格税制（transfer　pricing　taxation　legislation）が適用される5。日本の場合，日
本国外の連結グループの企業との取引にのみ移転価格税制が適用されるが，アメリカでは，アメリ
カ国内の連結グループの企業との取引についても適用される6。そこで，アメリカの移転価格税制
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における取引価格の算定方法と内部取引により生じた損益の処理に焦点をあてて整理し，取引価格
の算定について客観性が保たれていることを明らかにする。
　日本の連結納税制度が法人税法という法律に則って規定されているように，アメリカの移転価格
税制は，内国歳入法（lnternal　Revenue　Code）の中で規定されている。移転価格税制は，日本の
場合と同様，グループ内の自由な取引価格を認めれば，その調整によって，恣意的な所得や欠損の
移転といった租税回避が行われる恐れがあるので，これを防止するために規定されている。内国歳
入法第482条では，連結グループ内での法人間取引における租税回避を防止し，連結グループ全体
の課税所得を正確に反映することが移転価格税制の目的であるとしている。この租税回避を防止す
るために，アメリカでは移転価格税制が採用されている。アメリカでは移転価格税制を使用するこ
とで，連結課税所得を減少させる租税回避を防止しているのである。
　アメリカの移転価格税制はどのように連結グループ内の取引価格を決定しているのかを確認す
る。アメリカの移転価格税制は，連結グループ内の内部取引について，その取引価格を適正に算出
し，連結グループ全体の正確な所得を導くために設けられた制度である［Steven　and　Kristy
（2002），p．572］。この移転価格税制の基礎となる考え方が独立当事者間基準（arm’s　length　princi－
ple）である。この基準は，連結グループの企業が，他の企業との間で独立企業として取引を行う
場合の基準である［Tim　and　Stefan（2004），p．592］。つまり，納税者と非関連納税者との独立し
た企業同士で取引を行う場合の基準なのである。この基準の考えのもとでは，連結グループ内の法
人間取引の実質的な取引価格が，連結グループではない他の独立した企業との取引での価格，つま
り独立した第3者間で成立する価格と一致する場合には，移転価格税制の対象とはならない7。連
結グループ内の法人間取引の取引価格が，独立した第3者間で成立する価格と一致しない場合に，
移転価格税制が適用されるのだが，この場合に重要となってくることは，最も信頼できる連結グ
ループ内の法人間取引における取引価格（独立企業間価格）の価格算定方法である［Anja　and
Jacco（2007），p．174］。上述したように，グループ内の自由な取引価格を認めれば，その調整によ
って，恣意的な所得や欠損の移転といった租税回避が行われる恐れがあるので，独立した第3者
間で成立する価格と大きな差が生じないように取引価格を設定する必要がある。
　次に，アメリカの移転価格税制において，独立企業間価格の算定方法について整理を行う。この
独立企業間価格は，独立価格比準法（comparable　price　method），再販売価格法（resale　price
method），原価加算法（cost　plus　method），利益分割法（pro趾split　method），比較可能利益率法
（comparable　pro趾method）の中で決定される8。これらの独立企業間価格の算定方法の中から，
個別の事実関係と状況を考慮して，最も信頼できる最適な取引価格を決定する。従来の独立企業間
価格算定方法では，独立価格比準法，再販売価格法，原価加算法の順に適用されるべきであるとい
う優先順位が定められていたが，この優先順位は廃止され，さらに財務分析を取り入れた比較可能
利益率法と所得相応原則による利益分割法が導入された。算定方法の優先順位を設けていたので
は，企業にとって有利となる算定方法を選択される恐れが生じ，適切な独立企業間価格の算定が困
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難になるので廃止されることとなった［David（2003），p．　593］。すなわち，複数存在する算定方
法の中から選択するように変更されたことは，独立した第3者間で成立する価格により近くな
り，一層適正で客観的な取引価格を算定できるようになったということができる。
　独立企業間価格の算定方法の選択において問題となることは，最も信頼できる方法とは何かとい
うことである。つまり，どの算定方法を用いたら独立した第3者間で成立する価格に近くなるの
かが重要となってくる。その算定方法の決定にあたり考慮される要因が①連結グループ内の法人間
取引の取引価格と独立した第3者間で成立する価格との比較可能性と，②分析に使用されるデー
タの推定の質である。
　算定方法の決定要因のうち①比較可能性については，独立した第3者間で成立する価格や利益
に影響を与える全ての事象が考慮される必要がある。考慮される全ての事象は，当事者の機能の分
析，契約条件，リスク，経済状況，取引の対象である商品や役務の性質のことである。ただし，全
く同一の取引はもちろん，類似する取引を見つけ出すことは非常に困難である。そのため，連結グ
ループ内の法人間取引と独立した第3者間の取引との間に差異がある場合でも，価格や利益に与
える影響が十分に確認できる場合には，信頼性を改善する作業を行ったうえで，比較可能性がある
ものとして扱うことができる。
　算定方法の決定要因のうち②分析に使用されるデータの推定の質は，価格算定方法が適用される
データの完全性と正確性，用いられる推定の適正性，データの推定の不完全性が結果に及ぼす影響
が含まれている。データの完全性と正確性は，その算定される価格に影響を与える要因について識
別できるものであり，完全性と正確性が増すほど，分析の相対的信頼度も増すとされている。ま
た，用いられる推定の適正性とは，どの価格の算定方法も一定の推定に依存するものである以上，
推定の信頼性の程度が重要視されなければならないということである。そして，データの推定の不
完全性については，選択される方法により，結果に与える影響について考慮されなければならない
ものとされている。
　独立企業間価格については，複数の取引価格の算定方法が存在し，その中から取引状況を考慮し
て算定方法が選択される。’ ｱのような制度は，企業が自由な取引価格を設定することで，恣意的な
所得や欠損の移転といった租税回避を防止していると考えられる。また，取引状況を考慮し取引価
格を算定しているため，この取引価格について客観性が保たれていると言うことができよう。
　複数の算定方法により算出された取引価格で内部取引を行った場合に生じる損益については，連
結法人内の内部取引の損金調整が行われる。この連結法人内取引の損益を調整項目として，譲渡し
た側の損益と，それを受け入れた側の損益は相殺されることとなる。従って，連結ベースの所得金
額の計算上，この取引により追加の課税所得は発生しない。内部取引により生じた損益を相殺する
ことができるのは，その取引価格が取引状況を考慮した厳密な基準により算出されるからである。
日本の連結納税制度と大きく異なる点なのだが，日本においても連結法人内の内部取引の損金調整
が行われるが，日本の場合は取引価格を時価としているため，取引した資産の対価と時価との間に
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大きな差が生じる場合が出てくる。第3節で述べるが，この場合において損益の相殺は行われ
ず，時価との差により生じた損失部分は寄附金として取り扱われ，損金に算入することができな
い。このように，アメリカの移転価格税制は，恣意的な所得や欠損の移転といった租税回避が行わ
れることを防止するために充実したものとなっているということができる9。
　以上のように，連結グループ内の内部取引について，その取引価格を算定する場合に，アメリカ
では移転価格税制を採用している。この移転価格税制は，取引価格の算定方法は複数存在し，その
算定方法の中から，取引状況を考慮して算定方法を選択することを規定していることがわかった。
このことは，算定される取引価格について客観性が保たれていると考えることができる。また，取
引価格が取引状況を考慮して客観的に算定されているため，資産の対価と取引価格に差が生じてい
ても，連結法人内取引の損益を調整項目として，譲渡した側の損益と，それを受け入れた側の損益
は相殺されることを確認することができた。このような状況は，連結グループの課税金額を適正
に，かつ組織に対して中立に算出しているという視点から，経済的実体の連結グループ組織として
捉えることが容易に，そして正確にできる環境にあるということが言えよう。アメリカの内部取引
において客観的に取引価格を算定するという規定は，課税する組織を連結グループ全体であるとい
う経済的実体として捉え，連結グループ全体の成果を正確に把握することができる体制にあると考
えることができる。
3．　内部取引における日本とアメリカの相違点
　連結納税制度における内部取引の規定の問題点を明らかにしていく過程で，本節では，日本の内
部取引についてアメリカの規定と比較しながら述べていくこととする。日本における連結グループ
内の法人間の内部取引についてどのような背景で規定され，どのような内容になっているのかを，
内部取引における取引価格と内部取引により生じる損益の処理に焦点をあてて整理し，日本とアメ
リカでは相違点が2点存在することを明らかにする。
　第2節で確認したように，アメリカでは連結グループ内の内部取引にかかる対価の額が，連結
グループではない他の独立した企業との取引での価格と異なる場合において，移転価格税制が適用
されている。これに対して，日本では連結納税法人内の内部取引については，時価で評価するとさ
れている10。連結納税制度とは，法人が異なっていても「グループ経営の実態」に着目して，課税
する組織を連結グループ全体として捉え，別会社として存在している同グループの子会社が親会社
の一事業部であるのと課税上変わらないようにする「税の組織に対する中立性」を確保するために
設けられた制度である。この「税の組織に対する中立性」を確保するためには，同じ連結グループ
内の内部取引について適正な評価尺度によって測定することが求められている。そのために，日本
では連結グループ内の内部取引については，時価で評価するとしているのである。この時価で評価
される資産は，固定資産，土地など，金銭債権，有価証券（売買目的有価証券），繰延資産であり，
これらの資産のうち帳簿価格が1000万円未満の資産を除くとしている［八ッ尾（2003），262ペー
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ジ］。
　この規定の立法趣旨は，グループ内の自由な取引価格を認めれば，その調整によって，恣意的な
所得や欠損の移転といった租税回避11が行われる恐れがあるので，これを防止するために設けられ
たものである。課税の公平性を確保するためには，このような内部取引に係る租税回避行為12を防
’ぐ必要がある。グループ内の自由な取引価格による租税回避を防止するために時価を用いたこと
は，有効な規定であるように感じられる。
　しかし，この時価の定義そのものについて，法人税法の中で具体的に規定がなされているわけで
はない。相続税における時価は，財産評価基本通達の第1条の2の「時価とは，課税時期におい
てそれぞれの財産の状況に応じ，不特定多数の当事者間で自由な取引が行われる場合に通常成立す
ると認められる価格をいい，その価額は，この通達の定めによって評価した価格による」という規
定を採用しているのだが，連結納税制度における内部取引で採用される時価について具体的な算出
方法は示されていない13。この財産評価基本通達をそのまま法人税法の世界でも利用することはで
きない［八ッ尾（2003），263ページ］。すなわち，時価の算出方法について法人税法の中において
具体的な規定がないために，その算定は非常に困難であり，時価という評価尺度が曖昧であると考
えることができる。
　上述したように，連結グループ内の内部取引について時価が採用されることになった理由は，グ
ループ内の自由な取引価格を認めれば，その調整によって，恣意的な所得や欠損の移転といった租
税回避が行われる恐れがあるので，これを防止するためである。しかし，この規定は，連結納税制
度が導入される際に，連結法人内の取引価格を時価で行うと，新たに規定されたものではなく，従
来の個別申告において時価で取引を行うという規定がそのまま引き継がれている［阿部（2003），
119ページ］。つまり，連結納税制度において，連結グループ内の内部取引の取引価格算定ために
新たに考えられた規定ではなく，従来の規定を引き継いだ規定になっているのである。日本では連
結グループ内の内部取引に用いられている時価という評価尺度は，従来の個別申告において時価で
取引を行うという規定がそのまま引き継がれているのである。
　従来の個別申告において時価で取引を行うという規定は，1997年の連結財務諸表原則の改訂に
より，連結グループ全体の企業情報を提供する連結財務諸表制度が重要視される15ようなってから
採用された規定である。つまり，連結会計が主流になってから時価評価が要請されるようになった
ことが背景にあるのである16。連結会計が時価評価と深く関連している理由は，株式投資をしてい
る側の企業の株式投資持分は，投資の対象となっている企業の資本部分にかかわっており，その資
本部分の現在時点での有り高に深く関与しているからである［野村（2002），34ページ］。そして，
企業会計の世界で，時価会計ないし時価主義（mark　to　market）の考え方，すなわち，未実現の
損益もデリバティブを中心とする一定範囲の金融資産および金融負債については損益に計上すべき
だという考え方が強くなったので，租税会計においても，時価主義を主張する見解が強くなった
［金子（2007），255ページ］のである。企業会計の分野で，時価評価が主流となったことは，従来
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の個別申告において，時価で取引を行うこととなった要因であると考えられる。
　従来の個別申告における時価評価では，上記のような時代背景の中で規定されたものであるが，
連結納税制度における内部取引の時価評価はこの規定を引き継いだだけの規定となっている。連結
納税制度における内部取引の取引価格の算定は，新たに設けられた規定とはなっていないのである。
　ここで，アメリカの内部取引における取引価格についての規定と比較した時に，日本は内部取引
の評価尺度に時価を採用しているが，アメリカでは独立企業間価格を採用している点で異なってい
ることがわかる。日本では，どのような事業形態でも同じグループ内の法人間取引において時価と
いう1つの評価尺度が採用されるのに対し，アメリカでは，取引価格の算定方法は複数存在し，
その算定方法の中から取引状況を考慮して客観的に算定方法を選択することとなっている。グルー
プ内の内部取引における取引価格の評価尺度について大きな相違が表面化していることが理解でき
る。また，従来の個別申告における時価評価の規定を引き継いだといった視点からも，取引状況を
考慮して算定方法を選択することとしているアメリカの規定とは大きく異なっていると考えること
ができる。第4節で検討するが，連結納税制度は2002年に新しく設けられた制度であり，連結会
計におけるグループ全体を経済的実体として課税する制度になっていない。従来の個別申告におけ
る時価評価をそのまま引き継いだのでは，問題があると言えよう。
　次に，連結グループ内での内部取引を行った場合に生じる損益の処理について，日本とアメリカ
ではどのような相違点が生じているのかを確認する。
　第2節で整理したように，アメリカの規定では内部取引を行った場合に生じる損益について
は，連結法人内の内部取引の損金調整が行われる。この連結法人内の取引の損益を調整項目とし
て，譲渡した側の損益と，それを受け入れた側の損益は相殺されることとなる。従って，連結ベー
スの所得金額の計算上，この取引により追加の課税所得は発生しない。日本の規定の場合も，法人
税法第81条の10の規定により通常は内部取引に係る損益の額は未実現損益であるために相殺消去
され，連結所得の計算上影響はないものとされる。これは，連結グループを一体とみなして決算を
行う企業会計上の連結財務諸表の作成過程と同様である。
　アメリカの規定と同様，日本の規定においても通常は内部取引に係る損益の額は未実現損益であ
るために相殺消去される。しかし，日本の規定では取引価格と時価が著しく乖離している場合に，
損益を消去することができない。それは，法人税法第81条の6の規定により取引価格と時価の差
額が寄附金として捉えられ，この寄附金については全額損金不算入になるという規定で示されてい
る17。この規定は，連結法人内取引の損益の調整を利用して「含み損失を利用して高価買入又は低
廉譲渡による租税回避の行為・計算」［大沼（2002），117ページ］が行われることが予想されるた
めに設けられている。具体的には，時価が1億円のものを6000万円で売却した場合4000万円の損
失が出ているにもかかわらず，損金不算入となり，所得から控除することができないのである［八
ッ尾（2003），262ページ］。上記したように，グループ内の自由な取引価格を認めれば，その調整
によって，恣意的な所得や欠損の移転といった租税回避が行われる恐れがあるので，これを防止す
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るために，取引価格を時価としている。それと同時に，時価と著しく乖離した高価買入や低廉譲渡
をした場合には，適正な課税を確保し租税回避行為を防止するために，連結グループ内の法人間の
寄附金はその全額を損金不算入するとしているのである［大倉（2PO4），223ページ］。
　連結グループ内での内部取引を行った場合に生じる損益の処理について，アメリカでは譲渡した
側の損益と，それを受け入れた側の損益は相殺される。日本の場合も，通常は内部取引に係る損益
の額は未実現損益であるために相殺消去される。しかし，取引価格と時価が著しく乖離している場
合には，取引価格と時価の差額が寄附金として捉えられ，この寄附金については全額損金不算入に
なるという点において相違が生じている18。このような相違が生じる要因として，アメリカの場合
は内部取引の取引価格が取引状況を考慮した厳密な基準により客観的に算出されることが挙げられ
るのではないだろうか。日本の場合は，どのような事業形態でも同じグループ内の法人間取引にお
いて時価という1つの評価尺度しか採用されず，さらに従来の規定を引き継いだ規定になってい
るので，取引価格と時価が大きく乖離する状況が生じてしまうである。それゆえに，その差額を寄
附金として捉え，損金に算入しないようにする処理が必要になったと考えられる。
　以上のように，日本の連結納税制度における内部取引の時価評価の規定をアメリカの規定と比較
した結果，2つの点において相違点が生じていることがわかった。
　1点目は，日本では，どのような事業形態でも連結グループ内の法人間取引において時価という
1つの評価尺度が採用されるのに対し，アメリカでは，取引価格の算定方法は複数存在し，その算
定方法の中から取引状況を考慮して客観的に算定方法を選択することとなっている点である。グ
ループ内の内部取引について，その取引価格の評価尺度について大きな相違が生じている。さら
に，この内部取引における時価評価の規定は，連結納税制度において連結グループ内の内部取引の
取引価格算定ために新たに考えられた規定ではなく，従来の規定を引き継いだ規定になっている。
連結グループ内の取引状況を考慮して算定方法を選択するアメリカの規定とは大きく異なっている
ことを確認した。
　2点目は，日本の内部取引の規定は，取引価格と時価が著しく乖離している場合には，取引価格
と時価の差額が寄附金として捉えられ，この寄附金については全額損金不算入になるという点であ
る。このような相違点が生じてしまう理由は，やはりどのような事業形態でも同じグループ内の法
人間取引において時価という1つの評価尺度しか採用されないからであろう。アメリカの規定の
ように複数の取引価格が存在するならば取引状況に応じて客観的に選択することも可能なのだが，
日本の場合は評価尺度が時価しかないので取引価格と著二しく乖離してしまう状況が生じてしまうと
思われる。
4．　内部取引における時価評価と経済的実体の認識
　本節では，上記の比較により明らかとなった相違点を考察し，その考察から現れてくる日本の連
結納税制度における連結グループ内の内部取引の規定が抱えている問題点を考えることとする。そ
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して，その問題点がどのような弊害をもたらしているのかを明確にしたうえで，どのように改善す
べきなのかを提案する。
　連結グループ内の内部取引についての日本とアメリカの相違点は，第3節で述べたように2点
存在している。1点目は，日本の連結納税制度では，連結グループ内の内部取引を時価評価するこ
ととしている点である。この規定は，グループ内の自由な取引価格を認めれば，その調整によっ
て，恣意的な所得や欠損の移転といった租税回避が行われる恐れがあるので，これを防止するため
に設けられたものである。しかし，この時価の定義そのものについて，法人税法の中で具体的に規
定がなされているわけではなかった。
　2点目は，日本の内部取引の規定は，取引価格と時価が著しく乖離している場合には，取引価格
と時価の差額が寄附金として捉えられ，この寄附金については全額損金不算入になるという点であ
る。日本の場合は，どのような事業形態でも同じグループ内の法人間取引において時価という1
つの評価尺度しか採用されないので，取引価格と時価が大きく乖離する状況が生じてしまうのであ
る。
　アメリカの内部取引の規定では移転価格税制を採用している。この移転価格税制においては，取
引価格の算定方法が複数存在している。その算定方法の中から，個々の取引の事実関係と状況を考
慮して，最も信頼できる最適な取引価格を客観的に決定する。また，内部取引を行った場合に生じ
る損益については，連結法人内の内部取引の損金調整が行われる。つまり，連結ベースの所得金額
の計算上，この取引により追加の課税所得は発生しない規定となっている。
　日本とアメリカの2つの相違点のうち，1点目の相違点を考察してわかることは，日本の連結グ
ループ内の内部取引で採用されている時価について，その定義が非常に曖昧であるということであ
る。グループ内の自由な取引価格を認めれば，その調整によって，恣意的な所得や欠損の移転とい
った租税回避が行われる恐れがあるので，これを防止するために取引価格に時価を用いることは有
効なことであるかもしれない。その理由は，課税の公平性を確保するために，時価を採用すること
で内部取引に係る租税回避行為を防ぐ必要があるからである。しかし，その時価の定義について，
法人税法で具体的に規定されているものではない。アメリカの内部取引の規定のように，取引価格
の具体的な算定方法が複数存在しており，その中から個々の取引の事実関係と状況を考慮して，最
も信頼できる最適で客観的な取引価格を決定する規定とは異なっている。日本の内部取引の規定
は，時価という1つの評価尺度しか採用しておらず，その定義が曖昧であるということは大きな
問題であると言えよう。
　そして，連結グループ内の内部取引における取引価格に採用される時価が曖昧であるということ
が，日本とアメリカの相違点の2点目である寄附金の損金不算入について，その寄附金として捉
える範囲を不明確にしているという問題を生じさせている。どのような事業形態でも同じグループ
内の法人間取引において時価という1つの評価尺度しか採用されないので，取引価格と時価が大
きく乖離する状況が発生する場合がある。この場合，時価が曖昧であると，どの範囲までが寄附金
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として捉えられてしまうのかについて，納税者である企業は把握することが困難になる。取引価格
と時価の差額が寄附金として捉えられ，連結法人内取引の損益の調整として利用できず，相殺する
ことができないとなれば，連結グループ全体の課税金額が多くなってしまうため，納税者である企
業にとっては非常に不利益になる問題である19。つまり，時価が暖昧であるということが，取引価
格と時価の差額を損益の調整を利用して相殺すること期待している企業に対し，相殺できる範囲を
不明確に示しているのである。
　さらに，連結納税制度において，連結グループ内の内部取引の取引価格算定ために新たに考えら
れた規定ではなく，従来の個別申告における規定をそのまま引き継いだ規定になっていることも問
題であると言えよう。日本では連結グループ内の内部取引に用いられている時価という評価尺度
は，従来の個別申告において時価で取引を行うという規定がそのまま引き継がれている。上記した
ように，従来の個別申告における時価評価は，連結会計において時価評価が主流になったという背
景の下で，租税会計においても時価主義を主張する見解が強くなった中で設けられた規定である
が，連結納税制度という新たな規定が設けられたのであれば，この時価評価規定についても新しく
考えられる必要があるのではないだろうか。つまり，現在のところ連結会計におけるグループ全体
を経済的実体として課税する制度になっておらず，連結納税制度を適用するということは，従来の
単体課税単位から連結課税単位へ別世界に入ることであるから，内部取引の規定についても見直さ
れるべきである。
　以上のように，日本の連結納税制度における内部取引の時価評価は，時価という1つの評価尺
度しか採用しておらず，その定義が暖昧であるということが，取引価格と時価が乖離した場合に算
出される寄附金についてその範囲を不明確にしているという問題点を生じさせている。すなわち，
内部取引において用いられている時価が暖床であるということは，連結法人内取引で生じる損益に
ついて，この損益を相殺消去することのできる範囲を不明確にしていることとなる。言い換えれ
ば，相殺消去することのできない寄附金の範囲を不明確にしているのである。この問題点はアメリ
カにおける内部取引の規定にない点であり，日本の連結納税制度における内部取引において時価を
用いたことにより生じてしまった点であると理解することができよう。
　現在の規定では，時価という評価尺度が暖昧であるために，取引価格と時価が乖離した場合に算
出される寄附金についてその範囲を不明確にしてしまっている。上述したように，取引価格と時価
の差額が寄附金として捉えられ，連結法人内取引の損益の調整として利用できず，相殺することが
できないとなれば，納税者である企業にとっては非常に不利益になる。これでは，企業は連結グ
ループのメンバーに含め得る子会社を連結グループに加入させる行動をためらってしまう。それ
は，時価が曖昧であるがゆえに，寄附金として捉えられる範囲が不明確になってしまい，仮に寄附
金として捉えられてしまったのなら，課税金額が多くなってしまうからである。つまり，連結グ
ループに含め得る子会社を加入できないということは，課税する組織を経済的実体として捉えるこ
とを妨げているのである。
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　連結納税制度における内部取引で用いられている時価は，寄附金の範囲を不明確にしているとい
う問題点を抱えているため，納税者である企業にとって非常に不便な評価尺度であり，企業は連結
グループのメソバーに含め得る子会社を連結グループに加入させる行動を抑制させている要因とな
っている。グループ内の恣意的な所得や欠損の移転といった租税回避を防止するために採用した時
価が，結果的には法人が異なっていても「グループ経営の実態」に着目して，課税する組織を連結
グループ全体という経済的実体として捉えることを妨害していることになってしまっているのであ
る。つまり，現在の規定は，経済的に完全に協力関係にある会社は同じ連結グループのメンバーと
して捉えることにより必要とされる「税の組織に対する中立性」を確保するという考えが軽視され
ている状態にある。時価が暖昧であるために寄附金の範囲を不明確にしているという問題点は，課
税する組織を経済的実体で捉えることを阻害していることとなる。
　ここまでの検討から，日本の連結納税制度における内部取引の規定は，時価が暖昧であるため
に，全額損金不算入となる寄附金についてその範囲を不明確にしているという問題点を生じさせて
いることがわかった。そして，この問題点が企業に対して連結グループのメンバーに含め得る子会
社を連結グループに加入させる行動を抑制させ，課税する組織を経済的実体で捉えることを阻害し
ている状況をもたらしていることを確認することができた。そこで，次に，この問題点をどのよう
に解決すれば良いのかについて，改善していくための方策を考える。
　現在の規定が抱えている問題点について，それを改善するための意見として次のようなものがあ
る。それは，「時価とは，一般的に『資産取引に関し十分な知識と情報を有する売り手と買い手が
自発的に相対取引するときに価格によって資産を評価した額である。』と定義されているが，具体
的に個々の資産の時価を算出することは実務上，かなり困難であるといわれている。その意味で
『移転価格税制』のような発想が導入されなければならないという意見もある。」［八ッ尾（2003），
263ページ］という考えである。さらに，この考えをふまえて「今後，法人税における時価をどの
ように導くのかということも含めて，時価の具体的な算定方法を納税者に示されなければならな
い。」［八ッ尾（2003），263ページ］と論じられている。すなわち，現在の規定では，時価という
評価尺度があまりにも暖昧であるため，内部取引にかかる評価について具体的な算定方法を示す必
要があるとし，改善方法としてアメリカのような移転価格税制を挙げているのである。
　また，現在の連結納税制度における内部取引の規定について，「内国取引においても公正価格で
の取引を義務付ける移転価格税制が整備されている米国とは異なり，そうした制度が存在しないわ
が国において，『時価』をどのように見積もるかについては，曖昧な部分が残されている。」［阿部
（2003），109ページ］とコメントする意見も存在する。そして，上記したように時価が曖昧である
ということが，寄附金として捉えられる範囲を不明確にしているという問題点を生じさせているこ
とについての考えも述べられている。それは，「連結法人間の取引に対して，仮に，寄附金の認定
が過度に厳しく行われると，『時価』とは何かが曖昧であることもあいまって，実務上，混乱を招
くことを懸念される。」［阿部（2003），110ページ］というものである。つまり，時価が暖昧であ
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ることは，実際に規定を下に経営活動をしている企業にとって利用することが困難なことであり，
寄附金の認定にも影響を及ぼしているとしている。この問題を改善するためには，やはりアメリカ
の規定のような移転価格税制を用いるべきであるとしているのである。
　現在の連結納税制度における内部取引の規定は，グループ内の自由な取引価格を認めれば，その
調整によって，恣意的な所得や欠損の移転といった租税回避が行われる恐れがあるので，これを防
止するために時価による評価を設けた。しかし，上記の2つの見解も，この時価という尺度が納
税者である企業にとって非常に暖昧であるということを述べている。また，時価が曖昧であるとい
うことが，寄附金の範囲を不明確にしているという問題点を生じさせていると説明している。そし
て，このことを改善するためには，アメリカの規定のように移転価格税制を採用すぺきであるとし
ている。その理由として，第2節で整理したように，移転価格税制は，取引価格の算定方法が複
数存在し，その算定方法の中から，取引状況を考慮して算定方法を客観的に選択するということ
が，恣意的な所得や欠損の移転といった租税回避を充分に防止することができる規定であるからだ
と考えることができる。これは，連結納税制度を適用することをためらってしまい，組織を経済的
実体として捉えることを阻害してしまっていることを懸念している結果であると思われる。
　以下においては，上記の意見をふまえて，現在の連結納税制度における内部取引の時価評価の規
定を改善するための方策を検討する。
　連結グループ内の内部取引での租税回避の行為を防止し，税負担の公平性を図り，不安なく税収
を確保するためには，時価で内部取引を行うことが有効であるように考えられる。それは，時価と
いう評価尺度が独立した第3者間で成立する価格を示し，客観性が確保できると思われるからで
ある。このことだけを考えるのであるならば，現在の時価評価の規定のままで十分であるようにも
思われる。
　しかしながら，この規定は重大な問題点を抱えている。現在の規定は，連結納税制度が導入され
る際に，連結法人内の取引価格を時価で行うと，新たに規定されたものではなく，従来の個別申告
において時価で取引を行うという規定がそのまま引き継がれている［阿部（2003），119ページ］
規定である。第3節で確認したように，連結納税制度において，連結グループ内の内部取引の取
引価格算定ために新たに考えられた規定ではない。また，アメリカの内部取引の規定と比較した時
に，日本の連結納税制度における内部取引の時価評価は，時価という1つの評価尺度しか採用し
ておらず，その定義が暖昧であるために，取引価格と時価が乖離した場合に算出される寄附金の範
囲を不明確になっているという問題を生じさせている。
　寄附金の範囲を明確にし，適正な内部取引を行うためには，連結グループの親子関係に着目して
グループ全体を一法人として課税を行い，税の組織に対する中立性を確保しなければならない。連
結グループに含め得る子会社は同じメンバーとして連結納税制度を採用し，課税する組織は連結グ
ループ全体という経済的実体として捉えることが必要であるからである。「事業部制の下で自由に
行えたグループ企業間の資金の移動や内部取引価格の設定が常に課税のリスクを意識しながら行う
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ことが必要となるとすれば，グループ経営の活動を制約する可能性がある。その結果，機能の集約
化や事業の再編成に常に課税のリスクが付きまとうことになり，最適な資源配分が困難となって，
企業経営の効率性や迅速な再編を損なう」［日本公認会計士協会（2001），147ページ］ことがあっ
てはならない。内部取引についての課税リスクを意識することなく連結納税制度を採用し，企業組
織を経済的実体として捉え経営活動を活発にしていくことが社会で求められている。
　これらのことを考慮するならば，アメリカの移転価格税制のような規定を日本にも取り入れる検
討をするべきではないだろうか。現在，国外の企業との内部取引にのみ移転価格税制は適用されて
いるのだが，国内の企業との内部取引にも適用すべきであると考えられる。連結納税制度におい
て，連結グループ内の内部取引の取引価格算定ために新たに考えられた規定ではなく，従来の規定
において時価が採用されていたので，そのまま引き継いだ規定となっているということを考慮した
のならばなおさらである。現在の内部取引の規定は，連結グループ内の内部取引での租税回避の行
為を防止するために時価を採用している。しかし，取引価格の算定方法は複数存在し，その算定方
法の中から，取引状況を考慮して算定方法を客観的に選択するという移転価格税制を採用したほう
が，より厳密に租税回避の行為を防止することができる。時価という尺度が暖昧で，納税者である
企業にとって不便なものとなっている現状を見れば，移転価格税制へ変更することが必要であると
思われる。
　現在の時価による内部取引の規定から移転価格税制へと変更することにより，内部取引での取引
価格が納税者である企業に適切かつ客観的に示される。そして，取引価格と時価が乖離した場合に
算出される寄附金の範囲を明確に把握することができるのである。連結納税制度を適用するという
ことは，従来の単体課税単位から連結課税単位へ別世界に入ることであるから，時価による内部取
引から移転価格税制による内部取引へと変更することが必要であろう。移転価格税制へと変更する
ことになると，寄附金の範囲を正確に把握でき，連結グループ内の法人間取引について，課税のリ
スクを意識することなく行うことができるため，連結グループのメンバーに含め得る子会社を積極
的に連結グループに加入することができるようになる。連結グループ内の内部取引に移転価格税制
を取入れることで，課税組織を連結グループ全体という経済的実体として捉えていくことができる
ようになるのである。このように規定を改善すれば，租税回避を防止しつつ，課税組織を連結グ
ループ全体という経済的実体として捉えて，連結納税制度を適用する企業が増加していくものと考
える。現在の内部取引の時価評価の規定が有している問題点が徐々に改善されていくことになれ
ば，企業も現在以上に連結納税制度を適用するであろう。
5．むすび
　連結納税制度についての問題点を探り，そこから新たな改善策を導き出すためには，組織を経済
的実体として捉えることを阻害してしまっている要因の1つである現在の連結納税制度における
内部取引の時価評価の規定を，日本の制度より進んだ制度を持っている国の規定と比較することが
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必要であるように思われる。この連結納税制度がまだまだ企業に浸透していないという実状から見
ればなおさらのことである。この問題点が改善されることとなれば，今後，多くの企業で適用され
ていくことにつながるのではないだろうか。
　第2節においてアメリカでは，連結グループ内の内部取引において移転価格税制を採用してい
ることを確認した。この移転価格税制は，取引価格の算定方法は複数存在し，その算定方法の中か
ら，取引状況を考慮して客観的に算定方法を選択することを規定していることがわかった。また，
取引される資産の対価と取引価格に差が生じていても，連結法人内取引の損益を調整項目として損
益が相殺されることを整理することができた。
　そして，第3節で日本の連結納税制度における連結グループ内の内部取引の規定内容を，アメ
リカの内部取引の規定と比較しながら論じた。この比較により，2点において相違が見られた。1
点目は，日本の内部取引の時価評価の規定は，どのような事業形態でも同じグループ内の取引にお
いて時価という1つの評価尺度が採用され，時価の算出方法について法人税法の中で具体的な規
定がないために，その算定は非常に困難であり，時価という評価尺度が暖昧であるという点である。
2点目は，日本の内部取引の規定は，取引価格と時価が著しく乖離している場合には，取引価格と
時価の差額が寄附金として捉えられ，この寄附金については全額損金不算入になるという点である。
　第4節でこの相違点を検討し，その検討から現在の規定の問題点を明確にした。それは，日本
の連結納税制度における内部取引の時価評価は，時価という1つの評価尺度しか採用しておら
ず，その定義が曖昧であるために，取引価格と時価が乖離した場合に算出される寄附金についてそ
の範囲を不明確にしているという問題点を生じさせているということである。また，この問題点
が，組織を経済的実体として捉えることを阻害してしまっていることを明確にすることができた。
最後に，その改善策として，アメリカの内部取引における移転価格税制のようts規定を日本にも取
り入れる必要性があることを提案した。その理由は，内部取引での取引価格が曖昧であるという点
が解消されると同時に，取引価格と時価が乖離した場合に算出される寄附金についてその範囲を明
確に把握することができるからある。
　本論文では，日本の内部取引の時価評価の規定をアメリカの内部取引の規定と比較しながら論じ
たが，限界もある。それは，本論文の基本的立場としている課税組織を経済的実体として捉えるこ
とについて，立法過程ではどのように考えられていたのかを，より詳しく十分に検討すべきである
ということである。また，アメリカの内部取引の規定について，規定内容の概要だけを紹介してい
るだけで，どのように議論されているかを論じることができなかったので，改めて確認する必要が
ある。
　連結納税制度における内部取引の時価評価の規定が，課税組織を経済的実体として捉えることを
阻害しているという問題以外にも連結納税制度の採用を制約している要因がある。今後は，日本で
実際に適用してみて明らかになった問題を検討していくことが必要であろう。その際に，歴史が最
も古いアメリカにおける連結納税制度の誕生経過やその後の議論が参考になろう。連結納税制度が
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数多くの企業で採用され，社会にとって有効な制度として普及していくためにも，連結納税制度の
適用を制約している要因について検討を行う研究の余地は残っている。
注
1連結納税制度におけるグループ全体は，連結親法人と連結子法人からなる。日本では，連結子法人は日本国
　内の100％完全子会社のみである。
2寄附金とは，金銭その他の資産または経済的利益の贈与または無償の供与のことである。寄附金は，法人の
　純資産の減少の原因となる［金子（2007），305ページ］。
32001年10月に，税制調査会法人課税小委員会によっても明らかになっている。「連結納税制度の基本的考え
　方」が公表され，その中において，「連結財務諸表制度も連結納税制度も，個々の会社という法的主体を超
　えて，資本等の関連性を有する企業グループを，その一体性に着目して一つの単位として認識することが合
　理的であり実体に即している」としており，単一主体アプローチを指向していると思われる。
4アメリカの通達（lncome　Tax　Regulation）では，内部取引の具体的内容について次のように規定している。
　Sが資産を譲渡または役務を提供する連結メンバrBが資産を取得するまたは役務を提供される連結メソ
　バーとしたときの以下の取引が内部取引である［白須（2003），193ページ］。
　（1）SがBに対して資産を譲渡（交換，出資等を含む）する取引。
　（ii）SがBに対して役務の提供をする取引。
　㈹SがBに対してテクノロジーを提供する取引，資産を賃貸する取引，資金を貸し付ける取引。
　㊥SがSの株式についてBに対して資産の分配を行う取引。
5アメリカでは移転価格税制の適用があるかをないかを事前に確認し，取引を行う事前確認制度が採用され，
　国外の税額は関連する企業活動に応じて配分される［Fred　et　al．（1993），p．147］。
6内国歳入法第482条では，移転価格税制が適用される範囲を「同一の利害関係者によって直接または支配さ
　れている2つ以上の組織，営業，または事業」としている。
7対象となるためには，連結グループ内の法人間取引と独立した第3者間取引の状況が，同様の状況の場合で
　なければならない。ただし，両取引の状況が全く同一であることはまれなことであるため，独立した第3者
　間取引の状況が行われたかどうかは，比較可能な取引が比較可能な状況の下で行われた場合を参照して決定
　される。
8独立価格比準法とは，特殊の関係のない売手と買手の間で同種の資産を同様の状況の下で売買した場合の取
　引の対価の額に相当する金額を持って対価の額にする方法である。再販売価格法とは，国外関連取引におけ
　る資産の買手が特殊の関係のないものにその資産を販売した場合の対価の額から通常の利潤の額を控除して
　計算した金額を持って対価の額とする方法である。また，原価加算法とは，国外関連取引にかかる資産の売
　手の取得原価の額に通常の利潤の額を加算して計算した金額をもって対価の額とする方法である。利益分割
　法とは，法人と国外関連会社の国外関連取引にかかる所得を合算し，その所得の発生に寄与した程度を推測
　するに足りる要因に応じて，法人と国外関連者に帰属させる方法である。比較可能利益率法とは，利益分割
　法の適用に当たり，分割対象利益の配分を，国外関連取引と類似の状況の下で行われた非関連者間取引に係
　る非関連者間の分割対象利益に相当する利益の配分分割割合を用いて合理的に算定することができる場合に
　用いられる方法である。
92005年5月及び2007年3月にも，連結グループ内の損失が二重計上されることを防止する規定の変更が行
　われている［Irwin（2007），p．23］。このような状況を見ても，アメリカでは，常に連結グループ全体の適正
　な課税金額を算出するために規定の変更を行い，経済状態を敏感に捉えて，経営環境を改善しようとする努
　力が見て取れる。
lo時価評価の対象の範囲から棚卸資産は除外されている。その理由として，計算の煩雑生や棚卸資産が短期的
　な保有の資産であることが挙げられる。一方，アメリカは棚卸資産についても連結グループ内の内部取引の
　対象として取り扱っている。
ll租税回避行為は次のようなものである。「日本の税法には租税回避行為を定義したものはないが，この外国
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　の立法例や学説等を総合勘定して，納税者の行為が理論上租税回避行為といいうるためには，少なくとも3
　つの客観的要件を満たすことが必要であると考えられる。すなわち，納税者が，①不相当な方法，言葉をか
　えていえば，異常な行為形式，②それによって通常の行為形式を選択した時と同一の経済的目的を達成し，
　③その結果多額の租税を軽減する。この場合のこの納税老の『異常な行為』を租税回避行為という。」［北野
　（2005），26ページ］。
12内部取引に係る租税回避の他に，連結グループ内法人全体での租税回避がある。具体的には，連結グループ
　に加入する前に有している子会社の含み損を利用し，連結グループの会社の所得と相殺することで連結課税
　所得を減少させるという租税回避が挙げられる。この租税回避を防止するために，法人税法第61条の11・12
　において，連結グループに加入する際には，子会社資産を時価で評価しなければならないと規定されている。
13「金融商品に係る会計基準」では時価について「時価とは公正な評価額を言い，市場において形成されてい
　る取引価格，気配または指標その他の相場に基づく価格」と規定されており，時価の定義を明確にしている。
142002年度の税制改正の要綱では，連結グループ内の法人間の資産等の取引は時価により行うと示されている。
151997年の改訂が，連結財務諸表制度の重要性を高めることとなった。この改訂により，連結財務諸表に中心
　的な役割が与えられ，個別財務諸表と連結財務諸表の主従関係が完全に逆転された［辻山（2000），47ペー
　ジ］。
16連結ベースでの会計情報はM＆Aや企業分割と密接に関連しており，投資者の投資意思決定と深く関わっ
　ている［野村（1999），23ページ］ので，時価評価が要請されるようになった。
17しかし，寄附金の全額損金不算入について，グループ企業間の自由な資金の移動を妨げる規定であるとし
　て，寄附金は認識すべきでなく，全額損金不算入にすべきではないとの意見が存在する［武田（2002），18
　ページ］。
18連結納税グループを1つの企業と見た場合，連結法人内の寄附金は資金の移動にすぎないので損金に算入し
　ない［野田（2005），90ページ］という考え方が相違点を生んでいると言えよう。
19「単体法人の一方は寄附金（損金不算入），一方は受贈益課税というのは，連結グループの一体経営を前提と
　して構築される連結納税制度の考え方に反する」［山本（2001），41ページ］という意見がある。
【参考文献】
Anja　De　Waegenaere，　Richard　Sansing　and　Jacco　LWielhouwer，“Using　bilateral　Advance　Pricing　Agreements
　to　Resolve　Tax　Transfer　Pricing　Disputes”，　National　Tax／burnal，　Vol．60　No．2（June　2007），pp．173－191．
David　F．　Bradford，‘‘Addressing　the　Transfer　Pricing　Problem　in　an　Origin　Basis　X　Tax”，、rnternational　Tax　and
　Public　Finance，　Vol．10　No．5（September　2003），pp。591－610．
Fred　W．　Prell　Jr，　William　F．Huber　and　Dennis　J．　Lubozynski，“Consolidated　Return　Prop．Regs．　Revise　lncome
　Allocation　and　Excess　Loss　Account　Rules”，　The／burnal　of　Taxation，　Vol．78　No．3（March　1993），pp．146－
　151，
Irwin　Halpern，‘‘Dual　Consolidated　Losses”，、lnternational　Tax／burnal，　Vol。33　No．4（July－August　2007），pp．
　23－28．
Steven　J．　Kachelmeier　and　Kristy　L．　Towry，‘‘Negotiated　Transfer　Pricing：Is　Fairness　Easier　Said　than　Done？”，
　The　Accounting　Review，　Vol．77　No．3（July　2002），pp。571－593．
Tim　Baldenius　Nahum　D．　Melumad　and　Stefan　Reichelstein，‘‘lntegrating　Managerial　and　Tax　Objectives　in
　Transfer　Pricing”，　The　Accounting　Review，　Vol．79　No．3（July　2004），pp．591－615．
阿部泰久『連結法人税の理論と実務』税務経理協会，2003年。
大倉雄次郎『連結納税会計論』関西大学出版部，2004年。
大沼長清「租税回避行為の問題」，『税経通信』第57巻第15号（2002年11月），107－117ページ。
金子宏『租税法〔第12版〕』弘文堂，2007年。
金光明雄「連結納税制度における連結主体観」，r桃山学院大学環太平洋圏経営研究』第7号（2006年1月），
　55－70ページ。
北野弘久『現代税法講義〔四訂版〕』法律文化社，2005年。
一63一
白須信弘『連結納税制度詳解』中央経済社，2003年。
武田昌輔「連結納税制度の簡素化を望む」，『INTERNATIONAL　TAXATION』第22巻第1号（2002年1月），
　16－18ページ。
辻山栄子「連結会計の進展と連結納税制度」，『税研』第15巻第15号（2000年3月），46－50ページ。
日本公認会計士協会「連結納税の問題点について」，『JICPAジャーナル』第556号（2001年11月），145－147ペー
　ジ。
野田秀三「連結納税法人間のグループ取引に係る諸問題」，『租税研究』第670巻（2005年8月），90－103ページ。
野村健太郎「連結会計と時価評価」，『産業経理』第59巻第1号（1999年4月），21－27ページ。
野村健太郎「連結会計と時価測定」，『経済論集（大分大学）』第54巻第2号（2002年7月），26－37ページ。
八ツ尾順一『時価課税の規定と事例研究』清文社，2003年。
山本守之「日本型連結納税制度を検証する」，『税経通信』第56巻第12号（2001年9月），35－44ページ。
一64一
